
郵便局数の推移（会社統合後の営業中の店舗）
２０２６年６月末

2012年10月1日
からの増減

2012年10月1日
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2012年10月1日
からの増減

2012年10月1日 20,176 4,057 24,233

2013年3月末 20,164 －12 4,066 ＋9 24,230 －3

2014年3月末 20,143 －33 4,081 ＋24 24,224 －9

2015年3月末 20,117 －59 4,065 ＋8 24,182 －51

2016年3月末 20,097 －79 4,029 －28 24,126 －107

2017年3月末 20,091 －85 3,978 －79 24,069 －164

2018年3月末 20,086 －90 3,947 －110 24,033 －200

2019年3月末 20,074 －102 3,879 －178 23,953 －280

2020年3月末 20,074 －102 3,815 －242 23,889 －344

2021年3月末 20,070 －106 3,742 －315 23,812 －421

2022年3月末 20,050 －126 3,676 －381 23,726 －507

2023年3月末 20,056 －120 3,589 －468 23,645 －588

2024年3月末 20,021 －155 3,491 －566 23,512 －721

2025年3月末 20,017 －159 3,449 －608 23,466 －767

2026年3月末 19,917 －259 3,373 －684 23,290 －943

2026年4月末 19,931 －245 3,361 －696 23,292 －941

2026年5月末 19,930 －246 3,353 －704 23,283 －950

2026年6月末 19,935 －241 3,350 －707 23,285 －948

前月末比 前月末比 前月末比

2026年6月末 27 ±0 10 ±0 37 ±0

直営郵便局 簡易郵便局 合　計

直営郵便局 簡易郵便局 合　計

2026年6月末時点で会社統合時(2012年10月)から営業中の店舗の推移は以下のとおりです。

・北海道支社 － 50局
・東北支社 － 99局
・関東支社 － 50局
・東京支社 － 3局
・南関東支社 － 5局
・信越支社 － 59局
・北陸支社 － 41局
・東海支社 － 91局
・近畿支社 － 47局
・中国支社 －100局
・四国支社 － 51局
・九州支社 －112局
・沖縄支社 ＋ 1局

支社別の簡易郵便局数の増減

▲707局

2012年度中に2局、
2013年度中に4局、
2014年度中に1局、
2015年度中に5局、
2016年度中に2局、

お客さまにより便利にお使い
いただくための統合等

▲14局

また、東日本大震災により一時閉鎖している郵便局数は以下のとおりです。

※ 2012年10月1日の郵便局数は会社統合により、統合前と比較して営業中の直営郵便局は25局増加しております。

2012年度中に3局、
2013年度中に2局、
2015年度中に1局、
2016年度中に2局、
2017年度中に5局、
2018年度中に1局、
2019年度中に1局、
2020年度中に2局、
2021年度中に3局、
2022年度中に2局、
2023年度中に1局

東日本大震災の影響により営業を休
止していた郵便局の再開

＋23局

減少した直営局 合計385局

・守口佐太郵便局ほか6局

ほか2013年度中に 4局、
2014年度中に 5局、
2015年度中に 1局、
2016年度中に 1局、
2017年度中に 6局、
2018年度中に 3局、
2020年度中に 4局、
2021年度中に 3局、
2022年度中に 6局、
2023年度中に16局、
2024年度中に15局、
2025年度中に49局

区画整理や入居ビルの取壊し
などにより閉鎖および廃止

2012年度中に 2局、

2013年度中に 8局、

2014年度中に 9局、

2015年度中に15局、

2016年度中に 7局、

2017年度中に 9局、

2018年度中に 2局、

2019年度中に 2局、

2021年度中に 1局

（うち3局は一時閉鎖中だったため、営業局数の減はなし。）

局種変更をして店舗を維持

▲52局

・仙台中央郵便局仙台中分室

・神田郵便局小川町分室

ほか2012年度中に 1局、
2013年度中に10局、
2014年度中に10局、
2015年度中に 9局、
2016年度中に 8局、
2017年度中に 9局、
2018年度中に 6局、
2019年度中に12局、
2020年度中に10局、
2021年度中に10局、
2022年度中に12局、
2023年度中に11局、
2024年度中に 8局、
2025年度中に 3局、

郵便局の新設等

・千葉登戸郵便局ほか4局

ほか2012年度中に10局、
2013年度中に14局、
2014年度中に21局、
2015年度中に11局、
2016年度中に 6局、
2017年度中に 4局、
2018年度中に 5局、
2019年度中に13局、
2020年度中に12局、
2021年度中に12局、
2022年度中に15局

（うち2局は一時閉鎖中だったため、営業局数の減はなし。

2023年度中に10局、
2024年度中に18局、
2025年度中に43局

需要の減少等に伴う店舗配置
の見直しによる廃止

▲197局

2013年度中に2局

事務移管に伴う廃止

▲2局

▲120局

＋121局

増加した直営局 合計144局


